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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年５月１日に｢会社法の一部を改正する法律(平成26年法律第90号)｣及び｢会社法施行

規則等の一部を改正する省令(平成27年法務省令第６号)｣が施行されたことを踏まえ、平成27年５月20

日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を下記のとおり一部改定することを決

議いたしましたので、お知らせいたします。なお、改定箇所には下線を付しております。 

 

記 

   

内部統制システム構築の基本方針 

 

本方針は、会社法に基づく内部統制システム構築の基本方針を次のとおり定め、かかる体制の下で可及的速やか

に実行すべきものとし、且つ、内部統制システムについての不断の見直しによってその改善を図り、効果的で適法

な企業体制を作ることを目的とする。 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

     ①役職員が法令や定款及び社会通念に沿った行動を行うよう「役職員行動規則」及び「コンプライアンス組織・

運営規程」に基づき、定期的な研修等を通じて周知徹底に努める。 

     ②社長がチーフ・コンプライアンス・オフィサーとなり、全社のコンプライアンス意識向上に努める。 

     ③適切な財務諸表作成のために、経理チームリーダーは「経理規程」に基づき、業務を執行するとともに、周

知徹底に努める。 

     ④コンプライアンス違反についての社内通報体制として、所属長への報告経路とは別に、コンプライアンス相

談窓口（電子メール）及び顧問弁護士宛の内部通報窓口による報告経路を設置しており、法令違反行為や不

正行為の早期発見及び迅速且つ適切な対応を行う体制を整備している。 

     ⑤内部監査チームは各部署の監査を定期的に行うとともに、チーフ・コンプライアンス・オフィサーや監査役

会との情報交換会を定期的に開催する。 

     ⑥市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体、並びに、これらと係わりのある企業や団体、

個人とは取引関係を含めて一切の関係を持たず、また、これらによる不当要求は断固として拒否することを、

役職員行動規則において、遵守事項として掲げている。また、反社会的勢力による不当要求等が発生した場

合は、担当部署が情報を一元管理し、所轄警察署への相談を含めて迅速な対応を講じる体制を整備している。 



 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①法定保存文書及び会社が定める内部管理上の重要な情報については、「文章管理規程」に基づき、所定の期間

保存する。定めのない情報については、管理本部担当役員と協議の上、保存の要否及び期間を定めて保存する。 

②取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社グループには、店舗オペレーショナルリスク、コンプライアンスリスク、投資リスク、信用リスクといっ

た事業リスクがある。これらのリスクについては、個々の責任部署が対応し、必要に応じて取締役会において

状況の確認及び必要な措置を検討する。 

     また、各部門のリスク管理責任者は、それぞれの部署に関するリスクの管理を行い、リスクを統括する部署へ

定期的にリスク管理の状況を報告する。 

②不測の事態が発生した場合には、「緊急対策規程」に基づき、迅速に対応することとする。 

③内部監査チームは、グループ各社及び各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に社長及び管理

本部担当役員に報告する。社長は必要に応じ、取締役会に報告する。 

④各種リスクの管理状況については、管理本部担当役員が半年に一度、取締役会に報告する。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    ①取締役会は、毎事業年度末までに翌事業年度の経営目標を決定し、目標達成に向けた経営計画を策定の上、毎

月１回の取締役会において進捗状況を確認する。 

     また、経営環境及び企業内部環境の変化に応じて経営計画の前提条件の見直しを行う。 

    ②取締役会において取締役の業務執行範囲を定めるとともに、「業務分掌規程」に基づいた権限委譲を各役職員

に行い、効率的な業務執行を実現する。 

 

５．当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

企業集団における業務の適正を確保するため「関係会社管理規程」を定め、これに基づく統制を行うとともに、

必要に応じてグループ各社への指導・支援等を実施する。 

当社は、当社取締役及びグループ各社社長が出席する定例会議を月１回開催し、経営数値その他重要な情報に

ついて、当社へ定期的な報告を行う。 

    ②子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

     「３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制」のとおり、グループ一体となった損失の危機管理体制を

構築する。 

③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

     当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、子会社から定期的に業務執行の報告を受けるとともに、子会社の重要

な決定については「関係会社管理規程」に基づく当社取締役会への付議又は報告を行うこと等により、子会社

の職務の執行の効率を確保する。 

    ④子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

グループ各社には取締役または監査役として当社の取締役または使用人を派遣し、取締役は当該グループ各社



 

の職務執行を監督し、監査役は当該会社の業務執行状況を監査する。 

     グループ各社に対する監査は、原則として子会社を対象として、別に定める「内部監査規程」に準じて実施す

る。内部監査報告書は社長に提出するものとする。また、監査の結果に基づいて、必要があれば社長はグルー

プ各社に対して指導または勧告を行う。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

    監査役は、監査役の職務を補助する使用人を置くことを求めた場合は、会社に対して常設ないしは 

臨時で人員を配置するよう要請できるものとする。 

 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項 

監査役より、監査業務の補助の要請を受けた使用人は、その要請された業務の遂行に関して、監査役の指示に従

い、取締役等の指揮命令を受けない。 

 

８．当社及びグループ各社の取締役及び使用人が当社監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体

制及び報告したことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制 

    ①監査役は当社及びグループ各社の取締役会その他の重要な経営会議に出席し、報告を求めることができる。ま

た、監査役が必要と判断する会議の議事録について回覧ができる。 

    ②著しい損失や重大なコンプライアンス違反が発生または発生のおそれがある場合は、当社及びグループ各社の

担当取締役は監査役に対して遅滞なく報告を行う。 

    ③監査役はいつでも必要に応じ、当社及びグループ各社の取締役に対して報告を求めることができることとする。 

 

９．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ず

る費用又は償還の処理に係る方針に関する事項 

    監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又

は債務が監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、速やかに処理するものとする。 

 

10．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

    監査役は、取締役、使用人、会計監査人とそれぞれ随時意見交換会を開催することとする。 

 

11．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 

    財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠した財務報告に係る内部統制システ

ムを構築し、その有効性の評価、報告する体制を整備し運用する。 

 

以上 


